
 

（第２号様式）    
                                                                                                                                                                              令和８年３月26日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立小田原高等学校長（定時制） 

令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果）               
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月24日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①生徒の学習意欲を
高める教育課程を実
施する。 
 
 
 
②すべての教科等に
おいて、学び直しや
生徒が互いに学び合
う学習活動を取り入
れるなど、知識・技
能の習得のみなら
ず、それらを活用す
る力を育む魅力ある
授業を展開する。 
 

①教育課程に沿った
目標設定及び指導と
評価を通して、自己
肯定感を高める授業
の研究を行う。 
 
②ICTツールの積極的
な活用によって知
識・技能の習得を支
援するとともに、他
者との協働による学
びを意識しながら自
己肯定感を高められ
る授業を実践する。 

①各教科での昨年度
の成果を踏まえ、単
元ごとの目標設定及
び指導と評価の研究
をさらに進める。 
 
②ICTを活用した授業
を積極的に実践し、
その成果や課題につ
いて教科を越えた情
報共有を行う。ま
た、ICTの活用によっ
て他者とのつながり
を意識させ、協働し
て学ぶ姿勢を育成す
る。 

①生徒による授業評
価において、自身の
学習状況についての
項目で肯定的回答を
多く得られている
か。 
 
②毎年多様な生徒を
迎える中で、生徒に
よる授業評価におけ
る「できるようにな
ったと実感」の項
目、「関連付けて考
える」の項目におい
て、肯定的評価80％
を維持できたか。 
 

①前期授業評価にお
いて、すべての項目
における肯定的評価
は 79％、自身の学習
状況についての項目
では肯定的な回答が
77％超であり、各教
科の目標に沿った、
適切な指導と評価が
できている。 
②前期授業評価の ICT
に関する項目では
79％が活用できてい
るという評価であ
り、他者との協働的
な学びに関する項目
では 76％が肯定的な
回答であった。 

①後期に向けて引き
続き研究を進め、よ
り改善された授業を
実践する必要があ
る。 

②前期授業評価の意
見・感想欄には、
「難しくて追いつけ
ない」「もっとパソ
コン・スマホを使い
たい」という記述も
散見される。ICT の活
用をはかりながら、
理解できた、できる
ようになったと実感
できる授業展開につ
なげる必要がある。 

①生徒に合わせて分か
りやすい授業を行って
いる。中学時代からの
成長・変化が大きい。 
 
②授業評価の内容を確
認した。自分の意見を
出せることが大事。学
校生活で「できる」こ
とを増やし、自己肯定
感を高める授業を継続
してほしい。 
 

①後期授業評価で肯定的
評価の総合値が 74％と７
割を超えた点は評価でき
るが、前期より下がった
点は懸念材料である。 
②ICT に関しても活用で
きたという評価は 64％と
下がったが、後期の電子
黒板導入による授業展開
の変化で、個人端末活用
の印象が薄らいだ影響と
分析している。一方、他
者との協働的な学びや自
己肯定感に関する項目で
は 80％を達成できず、課
題を残した。 

①前期の成果を後期に生
かし切れなかった点を踏
まえ、１年間というスパ
ンにおける生徒の学習意
欲の変化を把握しながら
目標設定及び指導と評価
の改善に努め、自己肯定
感を高める授業の展開を
図る。 
②できるようになったと
いう実感を、いかに他者
との協働的な学びに結
び付けて向上させるかが
大きな課題であり、その
ために教科を超えた情報
の共有や電子黒板等の
ICT 機器の活用をさらに
図る。 

２ 生徒指導・支援 

①生徒の基本的な生
活習慣の確立を図
る。 
 
 
 
 
 
②生徒ひとり一人の
抱える課題を把握
し、組織的な支援を
行う。 

①生徒との信頼関係
を構築し、ルールや
マナーを尊重する態
度を身に付けさせ、
予防的な生活指導体
制を充実させる。 
 
 
②個々の生徒の実態
に即した組織的な教
育相談体制を構築
し、支援を充実させ
る。 
 

①授業中の巡回指導
を全職員体制で行う
とともに、地域から
の情報に誠実に対応
し、生徒の社会性を
高める指導を行う。 
②家庭との連携を密
にし、社会性診断テ
スト「SERAPLUSアン
ケート」等も活用し
て生徒の実態把握に
努め、外部機関とも
連携して教育相談体
制を充実させる。サ
ポートドックをより
効果的に運用する。 

①学校周辺を含めた
生活指導に関する巡
回指導や各行事等に
おける指導におい
て、全職員体制で充
実した取組を行うこ
とができたか。 
②職員間で生徒支援
上の情報共有を行
い、個々の生徒の実
態に応じた生徒支援
を行うことができた
か。サポートドック
を効果的に運用でき
たか。 

①全職員による授業
中の巡回指導を行っ
ており、落ち着いて
学校生活を送れる雰
囲気になった。地域
からの情報に基づ
き、生活指導を充実
させた。 
②社会性診断テスト
「SERAPLUS アンケー
ト」や「サポートド
ック事業」を通して
生徒の実態把握に努
めた。課題を抱える
生徒に対しては SC や
SSW とも連携して対応
にあたった。 

①交通事故や生活の
乱れが見られる生徒
もいるため、交通安
全に対する意識や規
範意識の更なる育成
が課題である。 
②年２回実施してい
る教科担当者会議に
おいて、全職員で生
徒情報の共有を行っ
ている。この取組を
継続し、生徒情報の
共有を密に行い、丁
寧な生徒支援を行い
たい。 

①信頼関係があると指
導も浸透する。継続的
な声掛け・支援をお願
いしたい。 
②外部相談機関の立場
から、若者のエネルギ
ーが低下していること
を感じる。不登校の時
の働きかけが大切。生
徒本人やその背景にあ
る事情を理解し、適切
な対処を行ってほし
い。中学生が通信制を
選ぶ傾向があるが、定
時制の魅力を伝えてほ
しい。 

①全職員での巡回指導に
より、落ち着いて授業に
取り組める環境となっ
た。生徒との信頼関係構
築を基盤に、ルールやマ
ナーを尊重する態度を育
成し、予防的な生活指導
体制を継続していく。 
②SC や SSW と連携し、
個々の生徒に応じたきめ
細かな支援を行うことが
できた。今後もコミュニ
ケーションを大切にし、
サポートドック事業等を
活用して支援体制を強め
ていく。 

①生徒との信頼関係構築
を基盤に予防的な生活指
導を継続し、地域の中学
生の模範となるよう、ル
ールやマナーを尊重する
態度の育成を図る。 
②SCや SSWとの連携を継
続するとともに、校内で
の情報共有を図り、全職
員で生徒理解を深めるこ
とで、個々の生徒に応じ
た支援体制の一層の充実
を図る。併せて、サポー
トドックや社会性診断テ
スト「SERAPLUS アンケー
ト」の有効活用を進め
る。 

３ 進路指導・支援 

①豊かな人間性や社
会性を培い、社会
的・職業的に自立す
る能力を育成する。 
 
 
 
 
②進路希望の実現に
向けたきめ細かい指
導を行う。 

①社会的・職業的に
自立することを目的
に、学校行事や部活
動等を充実させ自己
肯定感を育む教育を
展開する。 
 
②個々の生徒の適性
を的確に把握し、一
人ひとりの適性に応
じた進路指導を行
う。 

 

 

①学校行事について
は生徒会本部役員の
生徒を中心に、生徒
主体の行事運営がで
きるように指導す
る。部活動について
は部活動紹介等を通
して、課外活動の楽
しさ等を伝えてい
く。 
②入学年次から進路
希望調査を行い、早
い段階から生徒の進
路希望や適性を把握
し、より効果的な働
きかけを行う。 
 

①学校行事を生徒主
体となって運営する
ことができたか。部
活動の加入率が昨年
度よりも上昇した
か。 
②卒業年次について
は、進路希望が実現
できたか。在校生に
ついては進路希望調
査や面談等を通し
て、進路希望を把握
し、次年度に繋がる
ような指導ができた
か。 

①５月の体育祭、11
月の文化祭に向け
て、生徒会本部役員
の生徒が主体となっ
て学校行事を運営で
きる体制となってい
る。部活動加入率も
一昨年度 26%、昨年度
38%、今年度 49%と
年々増加している。 
②小田原城北工業高
校と合同の「キャリ
ア教育講演会」や、
前期中３回の進路説
明会を行い、生徒の
進路決定に活かし
た。 

①生徒会行事や部活
動の活性化に伴い、
計画的に物品購入等
を行い、生徒の活動
環境を整える必要が
ある。 
②卒業年次の生徒に
ついては、希望の進
路実現ができるよ
う、職員間でも連携
して進路指導を行っ
ており、年度末に向
けて、全ての卒業予
定者の進路実現が図
れるよう、今後も継
続的に指導を続け
る。 

①文化祭の様子を確認
した。学校で他者と交
流ができる定時制の良
さを感じる。 
 
 
 
②生徒が自身の適性を
知って前向きに取り組
めるよう、多くの情報
提供と丁寧な支援体制
をお願いしたい。 
 

①部活動加入率が向上
し、学校行事も生徒主体
の運営体制が整ってき
た。今後も行事等を通し
て他者との交流を深め、
豊かな人間性や社会性を
育み、自立に向けた資
質・能力の育成を図りた
い。 
②キャリア教育の充実に
より、卒業年次の進路希
望を実現することができ
た。今後は卒業生増加に
対応し、全職員による進
路支援体制の一層の強化
が必要である。 

①生徒主体の学校行事や
部活動の一層の充実を図
り、これらの活動を通し
て他者との交流を深める
とともに、豊かな人間性
や社会性、仲間意識を育
み、自立に向けた資質・
能力の育成を図る。 
②早期からキャリア教育
に取り組み、生徒一人ひ
とりの進路希望の実現に
向けてきめ細かな指導を
行う。また、卒業生の増
加に対応し、全職員によ
る組織的な進路支援体制
の強化を図る。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月24日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

４ 地域等との協働 

①地域等との協働を
通して、地域に開か
れ、地域と共にある
学校づくりを進め
る。 
 
 
 
 
 
②地域や保護者、中
学生等に向けて、積
極的な情報発信・広
報活動を行う。 

①地域等との連携・
協働を通して、地域
とともにある学校づ
くりをより推進す
る。 
 
 
 
 
 
 
②各種学校説明会へ
の参加やHPを通じて
情報発信を行うとと
もに、特に来校によ
る見学・相談会、オ
ープンスクールによ
る体験を通じて本校
の特色について十分
な理解を促す。 
 

①学校行事等につい
ては事前に地元自治
会と情報共有を行
い、学校周辺の清掃
活動については地域
との協働により実施
する。県西地区若者
サポートステーショ
ン等とも連携し就労
支援を行う。 
 
②本校のHP等の情報
発信や各種学校説明
会への参加によっ
て、本校のオープン
スクールや随時の見
学・相談会等の来校
につなげ、本校の特
色を実感する機会を
提供する。 
 
 

①清掃活動では地域
との協働で実施する
ことができたか。地
域の就労支援施設と
連携することができ
たか。 
 
 
 
 
 
②より多くの中学生
や保護者、その他本
校に関心を抱く方々
が本校に見学や相談
に訪れる機会を利用
してもらうことがで
きたか。 

①７月の地域清掃で
は城山中学校と地域
自治会にも参加を呼
びかけ、多くの中学
生が参加した。本校
生徒の参加率も昨年
度より上昇し 84%だっ
た。中学生と一緒に
地域を綺麗にするこ
とができた。 
 
②県西地区合同説明
会や公私合同説明・
相談会等への参加、
HP 等での情報発信、
夏季の中学校訪問や
オープンスクール・
梟森祭(文化祭)の案
内送付による広報活
動を実施し、来校に
よる見学や相談を呼
びかけた。特に案内
送付の範囲を前年度
までの県西地域から
平塚・秦野・伊勢
原・中郡にまで広
げ、その成果を待っ
ている状況である。 
 

①地元の保育園のイ
ンターンシップや夏
祭りのボランティア
に参加する生徒もい
たが、今後も地域の
就労支援施設とさら
なる連携を図りた
い。 
 
 
 
②案内送付の範囲拡
大が、より多くの見
学・相談者の来校に
つながっているかを
評価しながら、さら
に本校の特色を発信
し理解していただけ
るよう努力する必要
がある。 

①地域清掃では高校生
と触れ合うことができ
て良かった。通学路の
美化はイベントではな
く、日常にしていきた
い。避難訓練について
は現実に即した準備が
必要。災害時に地域に
力を貸す訓練はあるの
か。 
 
②小さなことでも生徒
の取組みを地域に紹介
してほしい。保護者や
地域からの理解を得る
ために機会あるごとに
学校の状況や方策の発
信をしてほしい。 
中学生や保護者には課
程ごとの特徴を知る機
会が少ない。定時制の
良さ、通信制との違い
などをもっと発信して
ほしい。 
 
 

①インターンシップやボ
ランティアへの参加が増
えた他、城山中学校との
地域清掃も継続し、地域
との繋がりを深めること
ができた。地域住民との
協働の機会を充実させ、
地域に開かれた学校づく
りを一層推進する必要が
ある。 
 
②これまであまりなかっ
た平塚・秦野地区からの
問い合わせや見学等があ
ったことは、案内送付の
範囲拡大の成果と考えら
れる一方、夜間定時制と
いう点に鑑み、通学可能
範囲を意識した情報提供
やきめ細やかな対応が必
要である。 

①城山中学校や地元自治
会との地域清掃を継続
し、地域との交流と連携
を一層深めながら、生徒
の地域社会への理解と地
域の一員としての自覚を
育み、地域とともにある
学校づくりを推進してい
く。 
 
 
②案内送付の範囲拡大に
あわせ、平塚・秦野地区
等、遠方からの夜間にお
ける通学条件等について
情報を収集し、問い合わ
せや見学・進学相談等の
段階からきめ細やかな対
応を行う。 

５ 
学校管理 
学校運営 

①生徒の安心・安全
が確保された学校づ
くりを進める。 
 
 
 
 
 
 
 
②事故・不祥事防止
を徹底し、信頼され
る学校づくりを進め
る。 

①防災教育の充実を
図るとともに、防災
備品の点検等を行
い、ソフト・ハード
両面において災害に
備え、生徒の安全、
安心を確保する。 
 
 
 
 
 
②不祥事防止研修会
等を通じて、事故・
不祥事ゼロを目指す
とともに、働き方改
革の加速化のため
に、業務を改善す
る。 

 

 

 

 

 

①夜間における停電
を想定した実践的な
防災訓練を行い、生
徒の防災意識を高め
るとともに、発災時
の職員の対応方法も
確認し、生徒職員一
丸となって災害に備
える。 
 
 
 
②職員会議に併せ
て、不祥事防止研修
会を開催する。ま
た、朝の打ち合わせ
の場などを活用し業
務改善の提案や、事
故・不祥事防止に向
けた呼びかけを行
う。 

①防災訓練後、アン
ケートを実施し［実
践的であった］の回
答が80％を超えた
か。発災時の対応に
ついて生徒・職員間
で共有できたか。 
 
 
 
 
 
②職員会議に併せ
て、不祥事防止研修
会を開催できたか。
また、その内容を職
員の意識向上に繋げ
ることができ、事
故・不祥事ゼロを達
成できたか。働き方
改革の取組みで業務
改善が進み、ストレ
スチェックの総合結
果を昨年度よりも向
上させられたか。 

①５月の防災訓練で
は地震を想定した訓
練を実施し、シェイ
クアウトの手順や避
難経路等、基本的な
ことを確認した。ま
た８月には１年次を
対象に DIG 訓練を行
い、災害に備えるた
めの複合的な資質・
能力を養うことがで
きた。 
 
②これまで、職員会
議に併せて不祥事防
止研修会を５回実
施。朝の打ち合わせ
等でも、不祥事防止
にかかる注意喚起を
行い、職員の意識向
上を図った。働き方
改革については、時
間外労働時間 45 時間
以上となる職員を出
すことなく業務を進
められている。スト
レスチェックの総合
結果も向上してい
る。 
 

①後期の防災訓練で
は、火災発生後に停
電が発生するという
複合災害を想定した
実践的な訓練を行
い、生徒の防災力を
高めたい。また引き
続き、不足している
防災資機材等の整備
を進め、災害に備え
る必要がある。 
 
 
②事故・不祥事防止
については、引き続
き、気を緩めること
なく粘り強く呼びか
け、年間を通じて事
故・不祥事ゼロの達
成を目指す。働き方
改革については、引
き続き、時間外労働
時間 45 時間以上とな
る職員を出すことな
く取り組むととも
に、より一層、効率
的に業務が進められ
るよう改善を図って
いく 

①防災について全職員
が情報を共有して、夜
間の避難行動について
も対策を取っている様
子が分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
②通信システムを使っ
た連絡方法など、保護
者も使いやすい。先生
方が余裕をもって生徒
に向き合ってほしいの
で、働き方改革推進に
ついて保護者も協力し
たい。 
 

①複合災害を想定した訓
練により、生徒・職員共
に防災意識と実践力の向
上が図られた。またセン
サーライトの増設を行
い、ハード面の整備も進
めた。一方で、停電時の
連絡体制に課題があり、
今後の改善が必要であ
る。 
 
 
 
②毎月の不祥事防止研修
会などを通して職員一人
ひとりの危機意識を高
め、重大な事故・不祥事
事案を未然に防ぐことが
できた。また、働き方改
革では、時間外労働45時
間以上の職員を出すこと
なく勤務時間の適正化を
図ることができた。今後
は、業務の精選や ICT の
活用を一層、進め、より
良い働き方を確立してい
く。 

①老朽化した防災資機材
の更新など、ハード面の
整備を引き続き進める。
また、停電発生時におけ
る連絡体制の改善を図
り、円滑な情報伝達が行
える体制の整備を進めて
いく必要がある。 
 
 
 
 
 
②事故・不祥事について
は、引き続き適切な時期
に適切なテーマで研修会
を開催し、職員一人ひと
りの危機意識をさらに喚
起できるよう取り組む。
また、働き方改革につい
ては、時間外労働45時間
以上の職員を出さないこ
とに留まらず、校務の DX
化を推進し、非効率な業
務を見直し、より一層、
働きやすい職場づくりを
実践する。 



 

 


